



























































食糧難が生活を覆った。加えて 1945c昭20）年の米作は空前の大凶作で， 138,800 t kこしか達せ
ず，戦前の米穀生産のピーク， 1942 （昭12）年の 271,400t に比較して半分に低落していたので、































財政も一般会計収入22億2,448万円， 支出 23億4,826万円で赤字1億2,378万円にのぼり， 特別会計
合わせても 1億2,090万円の赤字を計上している。農民運動も活発化しはじめ 1946（昭21）年2月
には日本農民組合県支部が結成され， 同年4月には供米強権発動反対県民大会が開催された。尚，








































53へと一挙に 160の自治体が吸収・消滅した。 1954 （昭29）年には富山県当局でも国の方針に追随
して「12市18町7村合併案」を発表している。
表1-1 富山県下市町村の推移
1945 1950 1955 1960 1965 1970 
（昭20) （昭25) （昭30〕 〔昭35) 〔昭40) σ百45)
市 2 2 8 8 9 9 
町 29 29 25 23 20 18 
キイ 183 182 20 9 9 8 
35 
戦前から 昭27 新湊 昭37小矢部
備（市 富山市 昭27 魚津





























































1950 （昭25）年富山県の工業構成を出荷額別でみると， 繊維工業45.7% （第E部門〉， 金属12
.6%・機械5.3%・化学27.7% （第1部門43.6%)' その他8.7%となっており， 繊維工業中でも






た。県内電力需要の状況は， 1946 （昭21）年 8億助から 1950c昭25）年の 13億1千万動へと増大
し，その内訳は， 金属工業24.4%，化学工業63.3%，紡績6.4%，その他5.9%とし、う状況であっ
た。 以降， 1955（昭30）年22億1千万恥 1960（昭35）年39億5千万極的 1965（昭40）年52億5千
万蜘と増大する。 1952 （昭27）年，電源開発促進法が出されたのに対応して，富山県では同年8月
に電力復元貫徹富山県本部を設置したが， こうした背景をもとに， 1952（昭27）年11月に， 「飛越
総合開発計画」と表裏一体をなす「第1次富山県総合開発計画」が打出されたのである。 したがっ
てその計画は，理念としては「総合」であったが， 実態は「電源Jにおかれたものと言うことがで















画は1953（昭28）年， 中間長期計画は1960 （昭35〕年と各々している。計画構成は， 総合計画以
下， 水政・商工・農林・交通・文化厚生・財政金融の各計画になっている。次に計画の基本とし
て， 1, 農地の拡張・農業近代化を語い， 2, 電源開発，工業の育成，交通機関の整備等が掲げ


















































































無所属） 24.4万票，成田（自民党） 19.6万票となり， かくて1956（昭31）年10月から1969（昭44)
年12月の13年間にかけての吉田県政期を迎えることになる。 この間， 1957（昭32）年～1960（昭

























































る。第二には，工業の振興と工業地帯の整備であったが，三つの重点， I，立地条件の整備， 2, 












を折りまぜ、て語った「県政の三つの夢」の中で， I，富山新港 (1961（昭36））年起工， 2，立山，
黒部，有峰地帯（略称して T.V.A.ならぬ T.K.A.としている〉観光開発（1960（昭35）年に






















ト＼＼＼＼｜ 1956 ~昭A~l）年 1960 ~昭B~5）年 B/A 
就
第 1次産業 219,100人 44.8% 206,300人 40.0% 94.2% 
業 第 2次産業 117,700 24.1 128,900 25.0 109.5 
人 第 3次産業 152,500 31.1 180,100 35.0 118.7 
口
ムロ 言十 489,300 100 515,300 100 105.3 
生
第 1次産業 166.0 億円 20.9% 189.7億円 16.9% 120%' 
産 第 2次産業 253.8 32.0 401.5 34.2 158 
所 第 3次産業 375.3 47.1 573.9 48.9 153 
得























とえば， 1955（昭30）年の農業生産指数を 100としたとき， 耕種のうち米99.l，麦26.6，豆88.4,
いも55.6，野菜95.3，耕種総合では計画の117に対して 96.4となっており， 養蚕でも 46.9，畜産で


































円（2.4倍〕に， GN Pを1956（昭31)年～ 1958（昭33）年の平均9兆7,437億円から1970（昭45)
戦後日本資本主義と地域経済 - 97一
年には 26兆円（2.6倍）にしようとするものであった。 こうした目標を達成するために重点政策や

























1970 （昭45）年に設定して策定された。計画の構成として， l，地域一体化構想， 2，経済総合・
水政・農林水産・商工薬業・産業基盤・厚生・教育の 7計画， 3，三大計画＝青少年活動推進計
画・射水地域総合開発計画 •TKA観光開発計画が掲げられ， 5つの柱（計画基本方向＝「所得倍
増計画」の 5つの重点に政策ほぼ対応〉として， I，産業基盤の整備， 2，農業，中小企業の「近







域内相互分業， 交流関係の深化， 2，中核地め設定， 3，全国的に影響ある地域（首都圏， 中部
圏，京阪神〉との交流である。 第二に，地域一体化の必要性として，一つには国の要請，今一つに
は県の対応をあげている。 国の要請としては， l，新しい工業地帯の育成， 2，地域格差是正，そ
のための基幹部市育成（企業の立地志向する地域化＝新産業都市の建設〉， 3，農林水産業の近代
化，を示し，県の対応としては，石油・鉄鋼の臨海工業地帯を整備することだとして， その条件と
































Jl，上市川，小矢部川に数ケ所発電所を設置し， 1960 （昭35〕年の 121.8千肋を 1970（昭45）年に
















































1959～ 1961 67 （昭34～36）年 75 
1964～ 1966 63 （昭39～41）年 75 
1969～ 1971 38 （昭44～46）年 86 
1973 （昭48〕年 34 97 
概ね以上のような内容と実績をもっ富山県政「第2次総合計画」策定の翌年1962c昭37）年に国
では池田内閣の下に「全国総合開発計画」 （旧全総〉が策定された。一応，その重点としたところ
は， I，過大都市の防止（実際は促進〉， 2，地域格差の是正（実際は促進） ' 3，工業立地の整
備，工業の分散（実は，人口や出荷額の既成都市とくにベルト地帯集中や公害， 住宅難等発生〉，
等であり， l地域の三区分とその開発内容として， 1, 過密地域（太平洋ベルト地帯〕の再開発，
L 整備地域としての関東・東海・近畿・北陸（本州のほぼ中央部〉の受入体制整備， 3，開発地
域としての北海道・東北・中国・四国・九州に大，中，小の開発「拠点」設定（北陸もこれに準じ
る〉，等とした。そして， これらの三地域の開発方式については， まず第ー に， 過密地域に関し






























1960 c昭35）年271億， 1961 c昭36）年315億円（対前年比16.3%), 1962 c昭37）年301億円（対
前年比－4.6%)' 1963 c昭38）年238億円（同一21.0%)' 1964 （昭39）年211億円（同一11.4%






























計画を策定し， 1964（昭39）年には草島火力 1号機（15.6万蜘〉運転開始したが，続いて 1966（昭
41）年2号機 (15.6万恥） ' 1969 （昭44）年3号機（25.0万勘〉を開始し， 1971 （昭46〕年には富
山共同火力（北電と住友化学の共同出資〉が25.0万ゐで開始している。 富山県もこの頃より火主水




86ha中 400ha造成が終っているし， 1965 （昭40）年には三協アルミの第二工場も設立された。また
吉田工業は，この時期に活発に海外工場を建設しはじめる。




















公害問題については後述するが，たとえば県内交通事故をみると， 1955 c昭30）年に件数 729,

















陸地方開発促進法， 1966c昭41）年の中部圏開発整備法をうける形で， 1966 c昭41)年に吉田県政
第3期日の「第3次総合計画」が目標年次を1975c昭50）年に設定して策定された。 これによって
「第2次総合計画」の内容＝新産都計画・臨海工業地帯構想が一層推進・本格化されることになる



































年381.6億円・指数100としたとき， 1970（昭45）年120,1975 （昭50）年135に抑え， 米については
同じく111から119へと一層の抑制計画にした。 また戸数も8.1万戸（指数100）から7.7万戸（95),








のための財源であるが，まず県財政歳出規模として， 1970（昭45）年493億円（1.6倍〉， 1975 （昭
50）年670億円（2.1倍〉に増大させることにし（実はすでに1970（昭45）年で859億， 2.7倍になっ
た〉，開発銀行や県内金融機関の融資枠拡大にも期待した。事業費総額は，民間収入を除いて 1,9




る。 まず人口については1963（昭38）年現在の 102.7万人から 107.2万人，さらに118.4万人を見込






















































画の 2倍が 4.5倍と上まわった。 さらに， こうした動向と対応して県内設備投資の実績について
1965 c昭40）年～1969c昭44）年の「第3次総合計画」の実施期間中でみると， 確かに1965c昭40
〉年201億円（対前年比一4.3%）にはじまって1966c昭41〕年209億円 c+3.9%) ' 1967 c昭42)
年375億円c+79.4%)' 1968 c昭43）年547億円（＋45.7%〕， 1969c昭44）年801億円c+46.5%), 










上〕 l,111.5億円（62.7%〕であったが， 1969 （昭44）年には小企業770.7億円（12.5%），中企業
1,924.5億円（31.1%），大企業3,492.5億円（56.4%）となり， 中小企業の相対的向上に対して大
企業の相対的低下が伺われ，また，その伸び率も小企業の3.8倍， 中企業の4.2倍に対して大企業は

































































田（自民党） 21.3万票，小林（無所属） 19.6万票となり， それに情勢を反映した草新陣営の改井（
戦後日本資本主義と地域経済 -109ー






































して， 1967c昭42）年策定の「旧計画」のGN P平均成長 8.2%をさらに上まわる 10.6%とするも
ので，目的として掲げられているのは，「均衡がとれた経済発展を通して住みよい日本の建設」，であ
ったが，実は国際競争力の強化にあると言うべきであった。重点政策として， l，国際視点に立つ
































見込んでいる。 こうして県内工業の発展は， 1968c昭43）年を基準にして，都市型で 1,583億円（































した諸計画を実効たらしめる法的背景としては， 1971 c昭46）年に農村地域工業導入法， 1972c昭
47）年には農業団地育成対策基本要綱が各々制定されている。 これらによって農家戸数は， 1965c 
-112- 戦後日本資本主義と地域経済
昭45〕年の7.9万戸を1975c昭50）年には6.6万戸， 1985 c昭60）年には4.6万戸と減少させ，農地
にも8.6万haを8.2万haから 7.7万haに減少させることにし， 米の生産調整も， 1970c昭45）目標数


















らに 9%に減少させるが， 第2次産業については， 31%から38%へ， さらに43%へ，第3次産業
も， 38%を44%へ，さらに48%へ各々増加させること， 等としている。また生産所得で、は，全体で
は3,890億円を， 8,320億円の2.1倍に， さらに1985c昭60）年には 1兆8,630億円の4.8倍に急テン
































始し，翌1971（昭46）年には富山共同火力（草島）の 1号機 2.5万肋が操業開始， つづいて富山化









60〕年におき，構成は全 7章からなるが，その中心は， N・V・VIの3章であった。 I章「私はこ
う考えるJでは佐藤内閣期の自民党「都市政策大網」の賞讃とその延長線上に本書があることを述
べ， E章「明治百年は国土維新」では，都市集中のメリットのデメリット化を述べる。次いで匝章「
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